
１．平成18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   71円 05銭 
※上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさまざまな要因によって異なる結果となる可能性が
あります。 
上記の予想に関する事項については、添付資料５ページの「３．経営成績及び財政状態(1)経営成績」をご参照下さい。 

平成１８年３月期 個別財務諸表の概要 平成１８年５月１０日

上場会社名 ワタベウェディング株式会社 上場取引所 東・大 

コード番号 4696 本社所在都道府県 京都府 
(URL http://www.watabe-wedding.co.jp) 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 渡部 隆夫 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理本部長 氏名 上田 勝己 ＴＥＬ（０７５）３５２－４１１１ 
決算取締役会開催日 平成１８年５月１０日 中間配当制度の有無 有 
配当支払開始予定日 平成１８年６月３０日 定時株主総会開催日 平成１８年６月２９日 
単元株制度採用の有無  有（１単元100株）     

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 21,202 (  18.5) 608 (  33.7) 880 (  31.2) 
17年３月期 17,890 (  16.9) 454 (△61.4) 671 (△41.1) 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 595  (   4.0) 59 51 59 14 5.3 4.9 4.2 
17年３月期 572 (   6.5) 63 60 62 84 6.3 4.2 3.8 
（注）①期中平均株式数 18年３月期     9,812,328  株 17年３月期 8,554,653 株 

②会計処理の方法の変更 無 
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 
配当率  中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 24 00 12 00 12 00 235 40.3 2.1 
17年３月期 24 00 11 00 13 00 215 37.7 2.0 
(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 18,499 11,273 60.9 1,143 05 
17年３月期 17,783 11,039 62.1 1,124 22 
（注）①期末発行済株式数 18年３月期          9,852,203  株 17年３月期 9,793,703  株 

②期末自己株式数 18年３月期 97  株 17年３月期 97 株 

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月1日～平成19年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 11,120  590  330  13 00  ―  ― 
通 期 23,500  1,250  700   ― 13 00 26 00 
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６．個別財務諸表等 
(1）貸借対照表 

    第41期 
（平成17年３月31日） 

第42期 
（平成18年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

増減 
（千円） 

（資産の部）                 

Ⅰ 流動資産                 

１．現金及び預金     3,667,461    2,330,748     

２．売掛金 ＊５   650,923    773,357     

３．商品     131,853    152,585     

４．原材料     5,067    5,233     

５．貯蔵品     85,304    129,442     

６．前払費用     252,780    251,496     

７．短期貸付金 ＊５   94,607    250,543     

８．未収入金 ＊５   141,271    155,324     

９．立替金     40,213    78,145     

10．繰延税金資産     176,942    206,428     

11．その他     116,391    30,931     

12．貸倒引当金     △8,018    △15,537     

流動資産合計     5,354,799 30.1  4,348,700 23.5 △1,006,099 

Ⅱ 固定資産                 

(1）有形固定資産                 

１．貸衣裳   440,244     509,771       

減価償却累計額   227,958 212,286   341,938 167,833     

２．建物 ＊１ 6,293,342     7,629,794       

減価償却累計額   2,298,350 3,994,992   2,684,580 4,945,214     

３．構築物   63,642     138,524       

減価償却累計額   23,302 40,340   34,262 104,262     

４．車両及び運搬具   18,378     14,737       

減価償却累計額   7,764 10,614   9,747 4,990     

５．器具備品   1,836,033     2,045,539       

減価償却累計額   1,138,949 697,084   1,299,047 746,492     

６．土地 ＊1,2   1,763,932     1,730,326     

７．建設仮勘定     112,579     366,215     

有形固定資産合計     6,831,829 38.4   8,065,333 43.6 1,233,503 

(2）無形固定資産                 

１．電話加入権     24,757     25,308     

２．商標権     3,825     1,125     

３．施設利用権     533     452     

４．ソフトウェア     137,549     458,224     

無形固定資産合計     166,665 1.0   485,110 2.6 318,444 
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    第41期 
（平成17年３月31日） 

第42期 
（平成18年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

増減 
（千円） 

(3）投資その他の資産                 

１．投資有価証券     618,602     302,436     

２．関係会社株式     1,047,667     965,108     

３．出資金     685     675     

４．関係会社出資金     585,088     856,944     

５．長期貸付金     536     －     

６．従業員長期貸付
金     575     852     

７．関係会社長期貸
付金     355,670     332,479     

８．長期前払費用     70,092     72,932     

９．差入保証金     2,212,808     2,395,999     

10．保険積立金     163,897     190,721     

11．破産更生債権等     177,309     177,409     

12．繰延税金資産     228,708     376,885     

13．再評価に係る繰
延税金資産 ＊２   364,431     364,431     

14．その他     53,441     29,712     

15．貸倒引当金     △449,276     △466,145     

投資その他の資産
合計     5,430,237 30.5   5,600,441 30.3 170,203 

固定資産合計     12,428,733 69.9   14,150,885 76.5 1,722,152 

資産合計     17,783,532 100.0   18,499,585 100.0 716,052 

                  

（負債の部）                 

Ⅰ 流動負債                 

１．買掛金 ＊５   1,216,712     1,274,362     

２．１年内返済予定長
期借入金 ＊１   1,345,600     797,500     

３．未払金     464,282     425,670     

４．未払法人税等     －     126,142     

５．未払費用     105,736     126,908     

６．前受金     1,649,246     1,732,148     

７．預り金     13,926     16,394     

８．賞与引当金     186,602     184,000     

９．その他     4,032     1,303     

流動負債合計     4,986,139 28.0   4,684,431 25.3 △301,707 
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    第41期 
（平成17年３月31日） 

第42期 
（平成18年３月31日） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（千円） 構成比

（％） 金額（千円） 構成比
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅱ 固定負債                 

１．長期借入金 ＊１   1,240,000     2,042,500     

２．長期未払金     80,306     415,124     

３．退職給付引当金     62,203     41,769     

４．役員退職慰労引当
金     325,673     －     

５．預り保証金     50,200     42,200     

固定負債合計     1,758,383 9.9   2,541,593 13.8 783,210 

負債合計     6,744,523 37.9   7,226,025 39.1 481,502 

                  

（資本の部）                 

Ⅰ 資本金 ＊３   4,099,012 23.1   4,137,722 22.4 38,709 

Ⅱ 資本剰余金                 

(1）資本準備金   3,960,812     3,999,522       

資本剰余金合計     3,960,812 22.3   3,999,522 21.6 38,709 

Ⅲ 利益剰余金                 

(1）任意積立金                 

１．配当平均積立金   750,000     750,000       

２．特別償却積立金   19,160     13,921       

３．別途積立金   1,510,000     1,710,000       

(2）当期未処分利益   944,866     1,089,645       

利益剰余金合計     3,224,026 18.1   3,563,566 19.2 339,539 

Ⅳ 土地再評価差額金 ＊２   △524,424 △3.0   △524,424 △2.8 － 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金     279,839 1.6   97,431 0.5 △182,407 

Ⅵ 自己株式 ＊４   △257 △0.0   △257 △0.0 － 

資本合計     11,039,009 62.1   11,273,560 60.9 234,550 

負債・資本合計     17,783,532 100.0   18,499,585 100.0 716,052 
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(2）損益計算書 

    
第41期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

対前年比 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅰ 売上高                 

１．貸衣裳収入   3,281,824     3,478,473       

２．商品売上高   3,978,847     3,953,763       

３．挙式関連売上高   10,100,832     13,204,124       

４．受取手数料   528,639 17,890,143 100.0 566,122 21,202,484 100.0 3,312,340 

Ⅱ 売上原価 ＊３               

１．貸衣裳収入原価   1,473,069     1,566,321       

２．商品売上原価   1,614,903     1,558,577       

３．挙式関連売上原価   5,685,086 8,773,059 49.0 7,583,725 10,708,623 50.5 1,935,564 

売上総利益     9,117,084 51.0   10,493,860 49.5 1,376,776 
Ⅲ 販売費及び一般管理

費            

１．広告宣伝費   1,018,875     886,797       

２．業務委託費   181,930     244,861       

３．役員報酬   138,450     160,521       

４．給与手当   2,410,203     2,969,744       

５．賞与   198,027     212,830       

６．賞与引当金繰入額   177,053     179,345       

７．退職金   184     －       
８．退職給付引当金繰

入額  116,331   99,274      

９．役員退職慰労引当
金繰入額  19,977   4,487      

10．法定福利費   358,400     443,503       

11．福利厚生費   277,449     291,059       

12．減価償却費   584,381     707,365       

13．賃借料   1,458,180     1,775,791       

14．リース料   23,369     37,582       

15．修繕費   101,388     108,587       

16．事務用消耗品費   222,633     225,577       

17．通信費   134,247     151,543       

18．旅費交通費   165,879     187,555       

19．水道光熱費   147,323     193,384       

20．租税公課   308,312     336,231       

21．保険料   63,817     74,436       

22．支払手数料   317,683     314,201       

23．貸倒引当金繰入額   －     2,895       

24．その他   238,015 8,662,117 48.4 277,792 9,885,370 46.6 1,223,253 

営業利益     454,966 2.6   608,490 2.9 153,523 
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第41期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

対前年比 

区分 注記
番号 金額（千円） 百分比

（％） 金額（千円） 百分比
（％） 

増減 
（千円） 

Ⅳ 営業外収益                 

１．受取利息   17,153     20,986       

２．受取配当金 ＊３ 203,752     253,829       

３．雑収入   43,723 264,629 1.5 44,888 319,704 1.5 55,075 

Ⅴ 営業外費用                 

１．支払利息   25,638     19,418       

２．賃貸費用   10,911     10,271       

３．雑損失   11,456 48,007 0.3 17,710 47,399 0.2 △607 

経常利益     671,588 3.8   880,794 4.2 209,205 

Ⅵ 特別利益                 

１．固定資産売却益 ＊１ －     7,077       

２．投資有価証券売却益   432,968     197,330       

３．貸倒引当金戻入益   9,546 442,515 2.4 － 204,408 0.9 △238,107 

Ⅶ 特別損失                 

１．固定資産除却損 ＊２ 94,765     48,364       

２．子会社支援損   70,539     －       

３．関係会社株式・出資
金評価損   －     42,666       

４．貸倒引当金繰入額   －     21,492       

５．解約違約金   12,000 177,304 1.0 － 112,523 0.5 △64,781 

税引前当期純利益     936,799 5.2   972,679 4.6 35,879 

法人税、住民税及び
事業税   174,420     403,830       

法人税等調整額   189,644 364,065 2.0 △27,045 376,785 1.8 12,719 

当期純利益     572,733 3.2   595,893 2.8 23,160 

前期繰越利益     460,768     594,087   133,318 

合併による未処分利
益受入額      －     17,296   17,296 

中間配当額     88,635     117,632   28,996 

当期未処分利益     944,866     1,089,645   144,779 
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(3）利益処分案 

    第41期 
（平成17年３月期） 

第42期 
（平成18年３月期） 対前年比 

区分 注記
番号 金額（千円） 金額（千円） 増減 

（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     944,866   1,089,645 144,779 

Ⅱ 任意積立金取崩額            

１．特別償却積立金取崩
額   5,239 5,239 5,239 5,239 － 

合計     950,105   1,094,884 144,779 

Ⅲ 利益処分額            

１．配当金   127,318   118,226    

２．取締役賞与金   28,700   12,000    

３．任意積立金            

別途積立金   200,000 356,018 200,000 330,226 △25,791 

Ⅳ 次期繰越利益     594,087   764,658 170,570 
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重要な会計方針 

項目 
第41期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び
評価方法 

子会社株式 
 移動平均法による原価法 

子会社株式 
同左 

  その他有価証券 
時価のあるもの 
期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 

時価のないもの 
同左 

２．デリバティブの評価基準
及び評価方法 

時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

商品 
 総平均法による原価法 

商品 
同左 

  原材料 
 最終仕入原価法 
貯蔵品 
 最終仕入原価法 

原材料 
 同左 

貯蔵品 
同左 

４．固定資産の減価償却の方
法 

有形固定資産 
(1）国内資産 

有形固定資産 
(1）国内資産 

  貸衣裳………………定額法 
建物…………………定率法 
構築物………………定率法 
車両及び運搬具……定率法 
器具備品……………定額法 
ただし、平成10年4月1日以降に取
得した建物（付属設備を除く）に
ついては定額法を採用しておりま
す。 

同左 

  (2）国外資産……………定額法 
なお、主な耐用年数は以下のとお
りであります。 
貸衣裳       ２年 
建物        ５～47年 
器具備品      ２～20年 

(2）国外資産 
同左 

  無形固定資産………………定額法 
なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。 

無形固定資産 
同左 

  長期前払費用………………均等償却 長期前払費用 
同左 

５．外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物
等為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。 

同左 
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項目 
第41期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 
 債権の貸倒れに備えるため、一般債
権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 
同左 

  (2）賞与引当金 
 従業員に対する賞与の支給に充てる
ため、支給対象期間に応じた支給見込
額を計上しております。 

(2）賞与引当金 
同左 

  (3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上してお
ります。 
 なお、会計基準変更時差異（104,600
千円）については、５年による按分額
を費用処理しております。 
 数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（５年）による定額法により翌
事業年度から費用処理することとして
おります。 

(3）退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。 
 数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（５年）による定額法に
より翌事業年度から費用処理するこ
ととしております。  

  (4）役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支出に備えるた
め、内規に基づく期末要支給額を計上
しております。 

(4）役員退職慰労引当金 
────── 

（追加情報） 
 平成17年６月29日開催の定時株主総
会の日をもって役員退職慰労金制度を
廃止しております。これに伴い、役員
退職慰労金の未払額を固定負債の長期
未払金に計上しております。 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。 

同左 

８．ヘッジ会計の方法 ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用しております。
また、為替変動リスクのヘッジについて
振当処理の要件を満たしている場合には
振当処理を、金利スワップについて特例
処理の条件を満たしている場合には特例
処理を採用しております。 

ヘッジ会計の方法 
同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
通貨オプション、クーポンスワッ
プ、金利スワップ 

ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
通貨オプション、為替予約、金利ス
ワップ 

  ヘッジ対象 
外貨建金銭債権債務、外貨建予定取
引、借入金 

ヘッジ対象 
同左 
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会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

項目 
第41期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ヘッジ方針 
当社の利用するデリバティブ取引
は、為替変動リスク及び金利変動リ
スクをヘッジするために実需に基づ
き行うこととしており、投機を目的
とした取引は行わないこととしてお
ります。 

ヘッジ方針 
同左 

  ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動とヘッジ手段の相場
変動又はキャッシュ・フロー変動の
間に高い相関関係があることを確認
し、有効性の評価方法としておりま
す。 

ヘッジ有効性評価の方法 
同左 

９．その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 
 税抜方式を採用しております。 

(1）消費税等の会計処理 
同左 

第41期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。   

第41期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（損益計算書） 
 「賃貸費用」は、前事業年度まで営業外費用の「雑損
失」に含めて表示しておりましたが、営業外費用の総額
の100分の10を超えたため区分掲記しております。 
 なお、前事業年度における「賃貸費用」の金額は
15,572千円であります。 

 ────── 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

第41期 
（平成17年３月31日） 

第42期 
（平成18年３月31日） 

＊１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は
次のとおりであります。 

＊１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は
次のとおりであります。 

（担保に供している資産） （担保に供している資産） 
土地 636,872千円
建物 87,019千円

計 723,891千円

土地      636,872千円
建物  80,194千円

計        717,066千円

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 
長期借入金 1,173,600千円
（１年内返済予定の 
長期借入金を含む） 

  

長期借入金      1,400,000千円
（１年内返済予定の 
長期借入金を含む） 

  

＊２．当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月
31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評
価を行い、再評価に係る繰延税金資産を固定資産
に、土地再評価差額金を資本の部に計上しておりま
す。 

＊２．当社は土地の再評価に関する法律（平成10年３月
31日公布法律第34号）に基づき、事業用土地の再評
価を行い、再評価に係る繰延税金資産を固定資産
に、土地再評価差額金を資本の部に計上しておりま
す。 

再評価の方法 再評価の方法 
 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３
月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地
価税の計算の基礎となる価額により算出 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３
月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地
価税の計算の基礎となる価額により算出 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

131,598千円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日
再評価を行った土地の期末に
おける時価と再評価後の帳簿
価額との差額 

       134,114千円

＊３．会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数 ＊３．会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数 
授権株式数 普通株式 22,000,000株
発行済株式総数 普通株式 9,793,800株

授権株式数 普通株式  22,000,000株
発行済株式総数 普通株式    9,852,300株

＊４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式97株で
あります。 

＊４．当社が保有する自己株式の数は、普通株式97株で
あります。 

＊５．関係会社に対するものが次のとおり含まれていま
す。 

＊５．関係会社に対するものが次のとおり含まれていま
す。 

売掛金 56,658千円
短期貸付金 84,350千円
未収入金 69,364千円
買掛金 413,020千円

売掛金     56,559千円
短期貸付金       247,589千円
未収入金     103,821千円
買掛金 487,224千円
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（損益計算書関係） 

（追加情報） 

第41期 
（平成17年３月31日） 

第42期 
（平成18年３月31日） 

 ６．偶発債務  ６．偶発債務 
  関係会社の金融機関よりの借入等に対して次の
とおり債務保証を行っております。 

  関係会社の金融機関よりの借入等に対して次の
とおり債務保証を行っております。 

  （通貨別金額）  保証金額 

ワタベ・オースト
ラリアＰＴＹ．Ｌ
ＴＤ． 

（   27 千豪ドル）  2,279千円

華徳培婚紗 
(上海)有限公司 

（136,640千円）  136,640千円

華徳培婚紗 
(上海)有限公司 

（  3,000 千人民元）  37,770千円

計      176,689千円

  （通貨別金額）  保証金額 

     
華徳培婚紗 
(上海)有限公司 

（  136,640千円）   136,640千円

     
計       136,640千円

 ７．商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は、279,839千
円であります。 

 ７．商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価
を付したことにより増加した純資産額は、97,431千
円であります。 

第41期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．       ────── ＊１．固定資産売却益の内容は土地売却益であります。 
＊２．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりでありま

す。 
＊２．固定資産除却損の主な内訳は次のとおりでありま

す。 
除却損 建物 69,471千円
除却損 器具備品 9,604千円
除却損 車両運搬具 75千円
除却損 原状回復費用 15,614千円

除却損 貸衣装 
除却損 建物 

      3,234千円
  25,168千円

除却損 器具備品      4,748千円
除却損 車両運搬具   1,195千円
除却損 原状回復費用       14,017千円

＊３．関係会社に対するものが次のとおり含まれており
ます。 

＊３．関係会社に対するものが次のとおり含まれており
ます。 

売上原価 4,309,592千円
受取配当金 200,789千円

売上原価      4,898,329千円
受取配当金     250,190千円

第41期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（子会社アヴィカプロデュース株式会社の吸収合併につ
いて） 
 平成17年１月１日をもって、100％出資の子会社アヴィ
カプロデュース株式会社を吸収合併いたしました。 
 ①受入資産・負債 

 ②合併による資本金の増加はありません。 

流動資産 325,205千円  流動負債 311,088千円
固定資産 103,245千円     

合計 428,450千円  合計 311,088千円

 ────── 
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① 税効果会計 

第41期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の
内訳 

    （単位：千円） 
繰延税金資産（流動）     
未払費用 40,137 
賞与引当金 76,506 
たな卸資産 45,647 
その他 18,500 

繰延税金資産 計 180,792 
繰延税金負債（流動） 3,850 
繰延税金資産（流動）の純額 176,942 

    （単位：千円） 
繰延税金資産（流動）     
未払費用 42,146 
賞与引当金 75,440 
たな卸資産 
未収入金 
未払事業税 

43,861 
54,275 
11,487 

その他 31,896 

繰延税金資産 小計 259,107 
評価性引当額 △39,050 

繰延税金資産 計 220,057 
繰延税金負債（流動） 13,628 

繰延税金資産（流動）の純額 206,428 

繰延税金資産（固定）     
有形固定資産 21,732 
関係会社株式・出資金 92,601 
貸倒引当金 147,854 
退職給付引当金 25,503 
役員退職慰労引当金 133,525 
投資有価証券 32,296 
その他 1,230 
繰延税金資産 計 454,744 

繰延税金負債（固定）   
有形固定資産 9,793 
その他有価証券 194,464 
その他 21,778 

繰延税金負債 計 226,036 

繰延税金資産（固定）の純額 228,708 

繰延税金資産（固定）     
有形固定資産 31,563 
関係会社株式・出資金 110,094 
貸倒引当金 154,771 
退職給付引当金 17,125 
長期未払金 133,250 
投資有価証券 24,096 
その他 1,562 
繰延税金資産 計 472,463 

繰延税金負債（固定）   
有形固定資産 6,092 
その他有価証券 67,706 
その他 21,778 

繰延税金負債 計 95,577 

繰延税金資産（固定）の純額 376,885 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間の差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 41.0％ 
（調整）   
住民税均等割額 3.4％ 
交際費等永久差異 2.5％ 
海外支店の低率課税 △2.1％ 
外国税額控除 △7.4％ 
その他 1.5％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.9％ 

法定実効税率 41.0％ 
（調整）   
住民税均等割額 4.2％ 
交際費等永久差異 △4.3％ 
海外支店の低率課税 △3.2％ 
外国税額控除 △4.9％ 
評価性引当金の繰入 4.0％ 
その他 2.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.7％ 
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② 有価証券 
 第41期事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日）及び第42期事業年度（自平成17年４月１日 至平
成18年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

③ リース取引 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

④ 当期中の発行済株数の増加 

  発行年月日 発行形態 発行株式数（株） 発行価格（円） 資本組入額（円） 

前事業年度 平成16年12月９日 有償一般募集 1,500,000 2,075 1,038 

  平成17年１月11日 第三者割当 200,000 2,075 1,038 

  
平成16年８月１日から
平成17年３月31日まで 

新株予約権の行使 93,800 1,512 756 

 当事業年度 
平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで 

第一回新株予約権
の行使 

8,800 1,512 756 

  
平成17年４月１日から
平成18年３月31日まで 

第二回新株予約権
の行使 

49,700 1,290 645 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第41期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第42期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産 1,124円22銭

１株当たり当期純利益 63円60銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

62円84銭

１株当たり純資産     1,143円05銭

１株当たり当期純利益 59円51銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益 

59円14銭

  
第41期 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

第42期 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 572,733 595,893 

普通株主に帰属しない金額（千円） 28,700 12,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （   28,700) (   12,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 544,033 583,893 

期中平均株式数（株） 8,554,653 9,812,328 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額 

    

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 102,808 61,153 

（うち新株予約権） （   102,808) (   61,153) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり当期純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権の
数2,500個）。 

新株予約権１種類（新株予約権の
数 2,500個）。 
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７．役員の異動 

１.代表者の異動        （平成18年６月29日付予定） 

①退任予定代表取締役      

２.その他の役員の異動     （平成18年６月29日付予定） 

①新任取締役候補 

②退任予定取締役 

③昇格 

以上

代表取締役専務  （特別顧問に就任予定） 渡 部 義 夫（わたべよしお）   

代表取締役専務  （特別顧問に就任予定） 西 村 忠 雄（にしむらただお）   

取締役  （執行役員海外挙式事業本部長） 渡 部 秀 敏（わたべひでとし）   

取締役  （執行役員営業戦略担当） 市 橋 一 昭（いちはしかずあき）   

取締役   （特別顧問に就任予定） 渡 部 泰 男（わたべやすお）   

取締役   束 前 千 秋（つかまえちあき）   

取締役    上 原 由 夫（うえはらよしお）   

 旧商法第188条第２項第７号ノ２に定める社外取締役 

常務取締役 （取締役管理本部長） 上 田 勝 己（うえだかつみ）   
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